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(57)【要約】
【課題】本発明は、内倒れしたレバーの先端部を矯正し
、このレバーの先端部によって従動ピンがどつかれるこ
とがなくカム部内に進入されるレバー嵌合式コネクタユ
ニットを提供する。
【解決手段】端子を収容したハウジング４と、ハウジン
グを互いの間に挟む一対のアーム板５１と、各アーム板
に設けられたカム部５３と、を有し、ハウジングに回動
自在に取り付けられた略コ字状のレバー５と、ハウジン
グを嵌合させる周壁７１と、周壁の両側の外面に突設さ
れ、カム部にスライド係合する従動ピン８と、を有する
相手ハウジング７と、を備え、レバーのアーム板には、
レバーの待機位置における先端側に、相手ハウジングに
向かって突出した拾い部５９が設けられ、周壁の外面に
は、内倒れしたアーム板の拾い部を摺接させ、該拾い部
を周壁の外側に向けて案内する案内部材７３が設けられ
たレバー嵌合式コネクタユニット１を採用した。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　端子を収容したハウジングと、
　該ハウジングを互いの間に挟む一対のアーム板と、各アーム板に設けられたカム部と、
を有し、前記ハウジングに回動自在に取り付けられた略コ字状のレバーと、
　前記ハウジングを嵌合させる周壁と、該周壁の両側の外面に突設され、前記カム部にス
ライド係合する一対の従動ピンと、を有する相手ハウジングと、を備え、
　前記従動ピンが前記カム部内に進入され、前記レバーが起立した待機位置から回動する
ことにより、前記ハウジングが前記相手ハウジングに嵌合するレバー嵌合式コネクタユニ
ットであって、
　前記レバーの前記アーム板には、該レバーの待機位置における先端側に、前記相手ハウ
ジングに向かって突出した拾い部が設けられ、
　前記周壁の外面には、内倒れした前記アーム板の前記拾い部を摺接させ、該拾い部を前
記周壁の外側に向けて案内する案内部材が設けられたことを特徴とするレバー嵌合式コネ
クタユニット。
【請求項２】
　前記案内部材の先端が、前記従動ピンの軸部よりも前記拾い部に近い位置に設けられて
いることを特徴とする請求項１記載のレバー嵌合式コネクタユニット。
【請求項３】
　前記案内部材と並列に並ぶ位置に第２の案内部材が設けられ、
　前記アーム板の内面が前記第２の案内部材に摺接することを特徴とする請求項１または
請求項２記載のレバー嵌合式コネクタユニット。
【請求項４】
　請求項１、請求項２記載の前記案内部材、若しくは、前記拾い部の先端部、又は、請求
項３記載の前記第２の案内部材の先端部にはテーパ面が設けられていることを特徴とする
レバー嵌合式コネクタユニット。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、レバーが回動されることでハウジングを相手ハウジングに近付けて嵌合させ
るレバー嵌合式コネクタユニットに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　上述した従来のレバー嵌合式コネクタユニットは、図４、図５に示すように、コネクタ
１０２と、電気自動車に搭載されて、バッテリから負荷への電源供給を行うための電源回
路に組み込まれ、該コネクタ１０２に嵌合される相手コネクタ１０３と、を備えている（
特許文献１参照）。図４は、従来のレバー嵌合式コネクタユニットを示す斜視図である。
図５は、図４に示されたレバー嵌合式コネクタユニットを示す側面図である。
【０００３】
　上記コネクタ１０２は、図４に示すように、図示しない端子を収容したハウジング１０
４と、該ハウジング１０４に回動自在に取り付けられ、回動することで相手ハウジング１
０７を前記ハウジング１０４に近付け嵌合させるレバー１０５と、を備えている。上記ハ
ウジング１０４は、長方形状の基板１４１と、該基板１４１から筒状に立設した第１筒状
壁１４２と、該第１筒状壁１４２の縁に連なり、該第１筒状壁１４２の内側に延在する、
図示しないフランジ部と、第１筒状壁１４２よりも径が小さい第２筒状壁１４４と、を備
えている。
【０００４】
　上記レバー１０５は、ハウジング１０４を互いの間に挟む一対のアーム板１５１と、該
一対のアーム板１５１を連結した操作部１５２と、を備え、コ字状に形成されている。上
記各アーム板１５１には、相手コネクタ１０３に設けられた各従動ピン１０８がスライド
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係合するカム孔１５３が設けられている。上記カム孔１５３の従動ピン１０８を進入させ
る入口には、該カム孔１５３の両端を連結する枠状の補強片１５４が設けられている。上
記補強片１５４は、一対のアーム板１５１の操作部１５２から離れた先端部に設けられて
いる。即ち、補強片１５４は、図４、図５に示すように、レバー１０５が回動する前の該
レバー１０５が起立した待機位置において、一対のアーム板１５１の相手ハウジング１０
７側の端部に設けられている。
【０００５】
　上記相手コネクタ１０３は、図４に示すように、ハウジング１０４を嵌合させる相手ハ
ウジング１０７と、該相手ハウジング１０７の外面から互いに離れる方向に突出した一対
の従動ピン１０８と、を備えている。
【０００６】
　上述したコネクタ１０２は、相手コネクタ１０３の一対の従動ピン１０８それぞれが、
各アーム板１５１に設けられた各補強片１５４の内側をくぐって、各カム孔１５３内に進
入され、そして、レバー１０５が待機位置から回動することにより、ハウジング１０４が
相手ハウジング１０７に近付けられて、該相手ハウジング１０７（相手コネクタ１０３）
に嵌合される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００９－１１０８９６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、上述した従来のレバー嵌合式コネクタユニット１０１には以下に示す問
題点があった。即ち、レバー１０５は成型されることで形成されており、成型による内倒
れ（一対のアーム板１５１の先端間の寸法が、一対のアーム板１５１の中央部間の寸法よ
りも小さいこと）が生じてしまい、そのために、ハウジング１０４が相手ハウジング１０
７に近付けられると、相手コネクタ１０３の一対の従動ピン１０８それぞれが、各アーム
板１５１に設けられた各補強片１５４の内側をくぐることなく、該補強片１５４が相手ハ
ウジング１０７の従動ピン１０８をどついてしまう、という問題があった。また、防水タ
イプのレバー嵌合式コネクタユニットにおいては、ハウジング１０４の第２筒状壁１４４
に、防水ゴム栓（図示せず）が外挿され、防水ゴム栓の内周リップが、第２筒状壁１４４
の外周面に密着し、防水ゴム栓の外周リップが相手ハウジング１０７の内周面に密着する
。このため、レバー１０５の各アーム板１５１を、ハウジング１０４の外面から所定間隔
Ｌ（図５に示す）をあけて配置しなければならず、レバー１０５の内倒れを規制できない
という問題があった。
【０００９】
　そこで、本発明は、内倒れしたレバーの先端部を矯正し、このレバーの先端部によって
従動ピンがどつかれることがなくカム部内に進入されるレバー嵌合式コネクタユニットを
提供する。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　請求項１に記載の本発明は、端子を収容したハウジングと、該ハウジングを互いの間に
挟む一対のアーム板と、各アーム板に設けられたカム部と、を有し、前記ハウジングに回
動自在に取り付けられた略コ字状のレバーと、前記ハウジングを嵌合させる周壁と、該周
壁の両側の外面に突設され、前記カム部にスライド係合する一対の従動ピンと、を有する
相手ハウジングと、を備え、前記従動ピンが前記カム部内に進入され、前記レバーが起立
した待機位置から回動することにより、前記ハウジングが前記相手ハウジングに嵌合する
レバー嵌合式コネクタユニットであって、前記レバーの前記アーム板には、該レバーの待
機位置における先端側に、前記相手ハウジングに向かって突出した拾い部が設けられ、前
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記周壁の外面には、内倒れした前記アーム板の前記拾い部を摺接させ、該拾い部を前記周
壁の外側に向けて案内する案内部材が設けられたことを特徴としている。
【００１１】
　上記構成により、前記ハウジングが前記相手ハウジングに近付けられるにしたがって、
前記拾い部が摺接されて前記案内部材上に乗り上げて、前記一対のアーム板の先端部を互
いに離れる方向に押し広げる。
【００１２】
　請求項２記載の発明は、請求項１記載の発明において、前記案内部材の先端が、前記従
動ピンの軸部よりも前記拾い部に近い位置に設けられていることを特徴としている。
【００１３】
　上記構成により、従動ピンがカム部内に進入される前に、拾い部が案内部材の先端に到
達される。
【００１４】
　請求項３記載の発明は、請求項１又は請求項２記載の発明において、前記案内部材と並
列に並ぶ位置に第２の案内部材が設けられ、前記アーム板の内面が前記第２の案内部材に
摺接することを特徴としている。
【００１５】
　上記構成により、前記レバーが回転した際においても、前記アーム板が摺接されて前記
第２の案内部材上に乗り上げて、前記一対のアーム板の先端部を互いに離れる方向に押し
広げる。
【００１６】
　請求項４記載の発明は、請求項１、請求項２記載の前記案内部材、若しくは、前記拾い
部の先端部、又は、請求項３記載の前記第２の案内部材の先端部にはテーパ面が設けられ
ていることを特徴とする。
【００１７】
　上記構成により、拾い部が案内部材のテーパ面に摺接されて、該案内部材のテーパ面上
に徐々に乗り上げる。若しくは、案内部材が拾い部のテーパ面に摺接されて、拾い部が案
内部材のテーパ面上に徐々に乗り上げる。又は、アーム板の内面が第２の案内部材のテー
パ面に摺接されて、該第２の案内部材のテーパ面上に徐々に乗り上げる。
【発明の効果】
【００１８】
　請求項１に記載の本発明によれば、前記レバーの前記アーム板には、該レバーの待機位
置における先端側に、前記相手ハウジングに向かって突出した拾い部が設けられ、前記周
壁の前記外面には、前記拾い部に摺接され、該拾い部を前記周壁の外側に向けて案内する
案内部材が設けられたので、一対のアーム板の先端部が互いに離れる方向に押し広げられ
、そのために、レバーの内倒れが矯正され、各アーム板の先端部が従動ピンよりも外側に
位置付けられることとなり、各アーム板の先端部によって従動ピンがどつかれることがな
く一対のカム部内に進入されるレバー嵌合式コネクタユニットを提供することができる。
【００１９】
　請求項２に記載の本発明によれば、前記案内部材の先端が、前記従動ピンの軸部よりも
前記拾い部に近い位置に設けられているので、従動ピンがカム部内に進入される前に、拾
い部が案内部材の先端に到達され、レバーの先端部によって従動ピンがどつかれることを
、より一層確実に防止できる。
【００２０】
　請求項３に記載の本発明によれば、案内部材と並列に並ぶ位置に第２の案内部材が設け
られ、アーム板の内面が第２の案内部材に摺接するので、レバーが回転した際においても
、アーム板の内面が摺接されて第２の案内部材上に乗り上げて、各アーム板全体がハウジ
ングの外面よりも外側に位置付けられることとなり、レバーが回動した際に、各アーム板
の先端部によって、ハウジングの外面が擦られることを防止でき、それにより、コネクタ
嵌合・離脱時のレバーの回動操作力を低減させることができる。
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【００２１】
　請求項４に記載の本発明によれば、請求項１、請求項２記載の前記案内部材、若しくは
、前記拾い部の先端部、又は、請求項３記載の前記第２の案内部材の先端部にはテーパ面
が設けられているので、小さな力でアーム板の拾い部が案内部材上に乗り上げる、又は、
小さな力でアーム板が第２の案内部材上に乗り上げる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明にかかるレバー嵌合式コネクタユニットの一実施形態を示す断面図である
。
【図２】図１に示されたレバー嵌合式コネクタユニットを示す側面図である。
【図３】図２に示されたレバー嵌合式コネクタユニットを示す側面図である。
【図４】従来のレバー嵌合式コネクタユニットを示す斜視図である。
【図５】図４に示されたレバー嵌合式コネクタユニットを示す側面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下、本発明の一実施の形態にかかるレバー嵌合式コネクタユニットを、図１乃至図３
に基づいて説明する。
【００２４】
　上記レバー嵌合式コネクタユニット１は、図１に示すように、端子２１（図２に示す）
と、該端子２１を収容した絶縁樹脂製のハウジング４と、該ハウジング４に回動自在に取
り付けられたレバー５と、を有するコネクタ２と、ハウジング４を嵌合させる相手ハウジ
ング７と、該相手ハウジング７の外面に突設され、レバー５のカム孔５３にスライド係合
する一対の従動ピン８と、を有する相手コネクタ３と、を備えている。図１乃至図３は、
レバー５の操作部５２が起立した、レバー５が回転する前のレバーの待機位置を示してい
るとともに、コネクタ１と相手コネクタ３との初期嵌合（未嵌合）状態を示している。
【００２５】
　上記端子２１は電線（図示せず）に加締め接続された、例えば雄端子２１である。この
雄端子２１は一対設けられている。この一対の雄端子２１は、前後方向Ｙに並列されてい
る。
【００２６】
　上記ハウジング４は、図１、図２に示すように、長円形の基板４１と、該基板４１の周
縁から筒状に立設した第１筒状部４２と、該第１筒状部４２の周縁に連なり、基板４１か
ら内側に延在した平行板４３と、該平行板４３の周縁から筒状に立設した第２筒状部４０
と、を備えている。
【００２７】
　本明細書では、長円形の基板４１の長径方向を前後方向Ｙと記し、短径方向を左右方向
Ｘと記し、ハウジング４（コネクタ２）と相手ハウジング７（相手コネクタ３）とが嵌合
するコネクタ嵌合方向を上下方向Ｚと記す。また、本発明において、図１から図３中の上
下方向Ｚの紙面方向における上側を「上」と表現し、この「上」に対して上下方向Ｚの紙
面方向における下側を「下」と表現する。また、起立したレバー５が水平に傾倒される方
向を「後ろ」と表現し、この「後ろ」に対して前後方向の、水平なレバー５が起立される
方向を「前」と表現する。図１に示されたレバー嵌合式コネクタユニット１は、図２及び
図３とは前後反転されている。
【００２８】
　上記第１筒状部４２は、図３に示すように、互いに間隔をあけた一対の第１壁部４５と
、該一対の第１壁部４５の縁を連ねる一対の第２壁部４６ａ、４６ｂと、各レバー５の後
述する円孔５５に回動自在に連結される一対の回転軸４７と、を備えている。上記各第１
壁部４５は、前述した基板４１の長径方向（前後方向Ｙ）に沿っている。
【００２９】
　上記各第２壁部４６ａ、４６ｂは、前述した基板４１の短径方向（左右方向Ｘ）に沿っ
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ている。また、一対の第２壁部４６ａ、４６ｂのうち後方の第２壁部４６ａには、一対の
レール部５０が設けられている。上記一対のレール部５０は第２壁部４６ａの外面に、左
右方向Ｘに間隔をあけて設けられている。各レール部５０の内面５０ａ（図２に示す）に
は、レバー５の後述するガイド部６４に係合する凹溝（図示せず）と、係止部６５の突起
６７に係止する凹部（図示せず）と、が設けられている。また、一対のレール部５０うち
一方の外面５０ｂは、相手コネクタ３のレール受け部８６に係合する。
【００３０】
　上記一対の回転軸４７は、各第１壁部４５の中央部に設けられている。各回転軸４７は
、各第１壁部４５の外面から水平に突設された円柱状の軸部４８と、該軸部４８の先端か
ら前方に向かって凸の鍔部４９と、を備えている。上記鍔部４９は、第１壁部４５との間
にレバー５を挟む。
【００３１】
　上記第２筒状部４０は相手ハウジング７の内側に収容される。この第２筒状部４０には
、防水ゴム栓（図示せず）が外挿され、防水ゴム栓の内周リップが第２筒状部４０の外周
面に密着し、防水ゴム栓の外周リップが相手ハウジング７の内周面に密着する。また、第
２筒状部４０は、互いに間隔をあけた一対の第１壁部３８と、該一対の第１壁部３８の縁
を連ねる一対の第２壁部３９と、を備えている。上記各第１壁部３８は、前述した基板４
１の長径方向（前後方向Ｙ）に沿っている。上記各第２壁部３９は、前述した基板４１の
短径方向（左右方向Ｘ）に沿っている。
【００３２】
　上記レバー５は、図１に示すように、互いに間隔をあけた一対のアーム板５１と、該一
対のアーム板５１を連結した操作部５２と、によって略コ字状に形成されている。
【００３３】
　上記各アーム板５１には、相手コネクタ３の従動ピン８が進入するカム孔５３と、該カ
ム孔５３の入口における両端部を連結した板状の補強片５４と、前述したハウジング４の
回転軸４７が嵌る円孔５５と、補強片５４から相手ハウジング７に向かって突出し、該相
手ハウジング７の後述する案内部材７３上に摺接される拾い部５９と、レバー５が水平に
傾倒されると、ハウジング４の基板４１と平行に該基板４１に当接する当接部５８と、が
設けられている。
【００３４】
　上記カム孔５３は、レバー５が傾倒する後方に湾曲した湾曲部５６と、該湾曲部５６の
終端側の真直部５７と、で成る。この湾曲部５６には、図３に示すように、レバー５の操
作部５２が起立した待機位置における先端側に、従動ピン８が挿入される該カム孔５３の
入口が設けられている。カム孔５３は、特許請求の範囲に記載された「カム部」に相当す
る。カム孔５３に代えてカム溝（図示せず）を設けることも可能である。
【００３５】
　また、カム孔５３外周のうち前方には、図３に示すように、アーム板５１の外面から凹
の凹溝５３ａが設けられている。この凹溝５３ａは、レバー５が回動される際の、相手コ
ネクタ３の従動ピン８に設けられた鍔部８２の軌跡上に形成されている。この凹溝５３ａ
は、従動ピン８の鍔部８２に重ねられる。
【００３６】
　上記補強片５４は、図２に示すように、レバー５の先端側における、各アーム板５１の
外面に設けられている。この補強片５４は、各アーム板５１の外面から凸である。即ち、
補強片５４は、レバー５の先端部に設けられた、各アーム板５１のカム孔５３入口におけ
る左右方向Ｘ（ピン突出方向）の外壁である。
【００３７】
　上記拾い部５９は、図３に示すように、レバー５の待機位置におけるアーム板５１の先
端側に設けられている。この拾い部５９は、前述した補強片５４よりも従動ピン８に近い
位置に設けられている。即ち、拾い部５９は、補強片５４よりも下方に設けられている。
このため、拾い部５９は、従動ピン８がカム孔５３内に進入される前に案内部材７３の先
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端部（テーパ面７３ａ）に到達される。
【００３８】
　上記円孔５５は、真直部５７の近傍、即ち、カム孔５３の終端近傍に設けられている。
この円孔５５外周のうち前方には、図３に示すように、アーム板５１の外面から凹の凹溝
５５ａが設けられている。上記凹溝５５ａは、レバー５が回動される際の、ハウジング４
の回転軸４７に設けられた鍔部４９の軌跡上に形成されている。この凹溝５５ａは、前述
した回転軸４７の鍔部４９に重ねられる。
【００３９】
　上記当接部５８は一対設けられている。一対の当接部５８は、図１に示すように、各ア
ーム板５１から互いに近付く方向に凸である。この当接部５８は、アーム板５１の操作部
５２とアーム板５１の先端との間に設けられている。
【００４０】
　上記操作部５２には、図２、図３に示すように、一対のアーム板５１を連結した水平な
基板６１と、該基板６１の左右方向Ｘの両縁から立設した一対の側板６２と、該一対の側
板６２の縁を連ねる天板６３と、が設けられている。上記各側板６２には、前述したハウ
ジング４のレール部５０に設けられた溝部（図示せず）に係合するガイド部６４と、レー
ル部５０の内面に設けられた係止受け部（図示せず）に係止する係止部６５と、が設けら
れている。
【００４１】
　上記各ガイド部６４は、各側板６２の外面から凸に設けられている。このガイド部６４
は、側板６２の長手方向（前後方向Ｙ）の全長に亘って設けられている。
【００４２】
　上記一対の係止部６５は、図３に示すように、各ガイド部６４の下側に設けられている
。各係止部６５は、一対のスリット６５ａと、該一対のスリット６５ａ間に形成されたア
ーム６６と、該アーム６６の先端に設けられた突起６７と、を有している。上記一対のス
リット６５ａは互いに間隔をあけて、側板６２の前後方向Ｙに伸びている。各スリット６
５ａは、各側板６２の前方の縁を切り欠いている。上記突起６７はアーム６６の外面に設
けられている。
【００４３】
　上記相手コネクタ３は、図１に示すように、絶縁樹脂製の相手ハウジング７と、該相手
ハウジング７内に収容され、前述した雄端子２１に接続される例えば雌端子（図示せず）
と、該相手ハウジング７の縁から外方向に延在したフランジ部８３と、を備えている。
【００４４】
　上記相手ハウジング７は、一対の第１周壁７１と、該一対の第１周壁７１の縁を連ねる
一対の第２周壁７２と、によって筒状に形成されている。この相手ハウジング７は、各第
１周壁７１の前後方向Ｙの寸法が各第２周壁７２の左右方向Ｘの寸法よりも大きく、平面
視が長円形である。第１周壁７１は、特許請求の範囲に記載された「周壁」に相当する。
【００４５】
　上記第１周壁７１には、前述したレバー５の拾い部５９を第１周壁７１の外側に向けて
案内する案内部材７３と、レバー５のカム孔５３にスライド係合する従動ピン８と、アー
ム板５１の内面５１ａに摺接されるリブ７４と、が設けられている。リブ７４は、特許請
求の範囲に記載された「第２の案内部材」に相当する。
【００４６】
　上記案内部材７３は、第１周壁７１の中央部に設けられた案内壁７３ｂと、該案内壁７
３ｂからフランジ部８３に向かって伸びた複数のリブ本体７３ｃと、を備えている。
【００４７】
　上記案内壁７３ｂは、第１周壁７１の外面から凸に設けられ、平面視が矩形状である。
この案内壁７３ｂの拾い部５９側の先端部にはテーパ面７３ａが設けられている。このテ
ーパ面７３ａは、先端側から基端側（フランジ部８３側）に向かうにしたがって第１周壁
７１の外側に向かって傾斜している。
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【００４８】
　上記複数のリブ本体７３ｃは、前後方向Ｙに沿って並列に設けられている。各リブ本体
７３ｃは、第１周壁７１の外面から凸に設けられ、平面視が長方形状である。また、各リ
ブ本体７３ｃは、その長手方向（上下方向Ｚ）の一端が案内壁７３ｂに連なり、他端がフ
ランジ部８３に連なっている。即ち、リブ本体７３ｃは、その長手方向がコネクタ嵌合方
向（上下方向Ｚ）に沿っている。
【００４９】
　これら複数のリブ本体７３ｃ間、及び、後述する複数のリブ７４間は、これらリブ７３
ｃ、７４の頂部から凹に形成されているので、レバー５が回動された際に、アーム板５１
の内面５１ａとの接触面積を小さくすることができる。これにより、コネクタ嵌合・離脱
時のレバー５の回動操作力を低減させることができる。
【００５０】
　上記各従動ピン８は、案内部材７３の案内壁７３ｂの外面から水平方向に突設された円
柱状の軸部８１と、該軸部８１の先端から上方に向かって凸の鍔部８２と、を備えている
。上記軸部８１は、案内部材７３の先端よりも下側に設けられている。即ち、前述した案
内部材７３の先端が、従動ピン８の軸部８１よりも拾い部５９に近い位置に設けられてい
る。上記鍔部８２は、レバー５のカム孔５３外周の凹溝５３ａの外面に重ねられて、一対
のアーム板５１がひらくのを防止する。
【００５１】
　上記リブ７４は、第１周壁７１の長手方向（前後方向Ｙ）に、複数並列に設けられてい
る。各リブ７４は、第１周壁７１の外面から凸に設けられ、その平面視が長方形状である
。このリブ７４は、その長手方向の基端が第１周壁７１のフランジ部８３に連なり、先端
がコネクタ嵌合方向（上下方向Ｚ）に伸びている。また、リブ７４には、先端部にテーパ
面７４ａが設けられている。上記テーパ面７４ａは、リブ７４の先端側から基端側に向か
うにしたがって第１周壁７１の外面から離れる方向に傾斜している。
【００５２】
　上記フランジ部８３は、平面視が長方形状に形成されており、その４つの角部それぞれ
には固定用のボルト挿通孔８４（図１に示す）が設けられている。このフランジ部８３は
、例えば自動車のモータ乃至インバータといった機器（図示せず）に直付けされる。また
、フランジ部８３には、図２、図３に示すように、該機器に電気的に接続されたバスバ９
を固定するための固定部８５と、前述したハウジング４のレール部５０と係合するレール
受け部８６と、が設けられている。上記固定部８５はフランジ部８３の下方に設けられて
いる。上記バスバ９はＬ字状に曲げられていて、その先端部には前述した雌型子が設けら
れている。このバスバ９は固定部８５に重ねられ、該固定部８５に埋設された図示しない
ナットにボルト８９がねじ込まれることにより固定される。上記レール受け部８６はフラ
ンジ部８３から上方に向かって立設している。このレール受け部８６はフランジ部８３の
角部に設けられている。また、レール受け部８６は、フランジ部８３の長手方向（前後方
向Ｙ）に沿う壁部８７と、幅方向（左右方向Ｘ）に沿う壁部８８と、によってＬ字状に形
成されている。
【００５３】
　次に、上述した構成のコネクタ２と相手コネクタ３とを嵌合させる手順について以下に
説明する。
【００５４】
　図３に示すように、コネクタ２は、相手コネクタ３との初期嵌合（未嵌合）状態では、
レバー５の操作部５２が起立している。このコネクタ２を相手コネクタ３に近付けると、
コネクタ２の拾い部５９が、案内部材７３のテーパ面７３ａ上に摺接され、案内壁７３ｂ
上に乗り上げる。これら拾い部５９及び案内部材７３によって、各アーム板５１の補強片
５４が各第１周壁７１の外側に広げられる（案内される）こととなり、該補強片５４が従
動ピン８１よりも外側に設けられ、補強片５４によって従動ピン８がどつかれることなく
一対のカム孔５３内に進入される。
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【００５５】
　そして、図３に示すように、レバー５を矢印Ａに示す後方（反時計回り）に回動させる
と、リブ７４の先端部に設けられたテーパ面７４ａ上にアーム板５１の内面５１ａが摺接
され、該アーム板５１がリブ７４上に乗り上げるとともに、レバー５のカム孔５３に沿っ
て相手コネクタ３がコネクタ嵌合方向(上下方向Ｚ)に引き込まれて（実際には相手コネク
タ３は固定式なので、コネクタ２がコネクタ嵌合方向Ｚに引き込まれて）、カム孔５３の
真直部５７に従動ピン８が位置すると同時に、レバー５の操作部５２が後向きに略水平に
傾倒する。この状態で、両コネクタ２、３は完全に嵌合接続される。
【００５６】
　また、コネクタ２、３の嵌合状態から、コネクタ２、３の嵌合を解除する（コネクタ２
、３を離脱させる）には、レバー５を矢印Ｂに示すように前方（時計回り）に回動させて
、カム孔５３と従動ピン８の作用で両コネクタ２、３を前後に離間させる。
【００５７】
　上述した実施形態によれば、レバー５のアーム板５１には、該レバー５の待機位置にお
ける先端側に、相手ハウジング７に向かって突出した拾い部５９が設けられ、第１周壁７
１（周壁）の外面には、拾い部５９に摺接され、該拾い部５９を第１周壁７１の外側に向
けて案内する案内部材７３が設けられたので、ハウジング４が相手ハウジング７に近付け
られるにしたがって、拾い部５９が摺接されて案内部材７３上に乗り上げて、一対のアー
ム板５１の先端部（補強片５４）が互いに離れる方向に押し広げられ、そのために、レバ
ー５の内倒れが矯正され、各アーム板５１の先端部（補強片５４）が従動ピン８よりも外
側に位置付けられることとなり、各アーム板５１の先端部（補強片５４）によって従動ピ
ン８がどつかれることがなく一対のカム孔５３（カム部）内に進入されるレバー嵌合式コ
ネクタユニット１を提供することができる。
【００５８】
　また、案内部材７３の先端が、従動ピン８の軸部８１よりも拾い部５９に近い位置に設
けられているので、従動ピン８がカム孔５３内に進入される前に、拾い部５９が案内部材
７３の先端に到達され、レバー５の先端部によって従動ピン８がどつかれることを、より
一層確実に防止できる。
【００５９】
　また、案内部材７３と並列に並ぶ位置にリブ７４（第２の案内部材）が設けられ、アー
ム板５１の内面５１ａがリブ７４に摺接するので、レバー５が回転した際においても、ア
ーム板５１の内面５１ａが摺接されてリブ７４上に乗り上げて、各アーム板５１全体がハ
ウジング４の外面よりも外側に位置付けられることとなり、レバー５が回動した際に、各
アーム板５１の先端部によって、ハウジング４の外面が擦られることを防止でき、それに
より、コネクタ嵌合・離脱時のレバー５の回動操作力を低減させることができる。
【００６０】
　また、請求項１、請求項２記載の案内部材７３、若しくは、拾い部５９の先端部、又は
、請求項３記載のリブ７４（第２の案内部材）の先端部にはテーパ面７３ａ、７４ａが設
けられているので、拾い部５９が案内部材７３のテーパ面７３ａに摺接されて、該案内部
材７３のテーパ面７３ａ上に徐々に乗り上げる。若しくは、案内部材７３が拾い部５９の
テーパ面（図示せず）に摺接されて、拾い部５９が案内部材７３のテーパ面上に徐々に乗
り上げる。又は、アーム板５１の内面５１ａがリブ７４のテーパ面７４ａに摺接されて、
該リブ７４のテーパ面７４ａ上に徐々に乗り上げる。よって、小さな力でアーム板５１の
拾い部５９が案内部材７３上に乗り上げる、又は、アーム板５１が、リブ７４上に乗り上
げる。
【００６１】
　なお、上述した実施形態では、案内部材７３の先端部にはテーパ面７３ａが設けられて
いるが、本発明はこれに限ったものではなく、テーパ面は拾い部５９に設けられていても
良い。拾い部５９に設けられたテーパ面（図示せず）は、拾い部５９の先端部に設けられ
ている。このテーパ面は、拾い部５９の補強片５４側からアーム板５１の先端側に向かう
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テーパ面７３ａ、及び、拾い部５９のテーパ面は、なくても良い。
【００６２】
　また、上述した実施形態では、リブ７４の先端部にはテーパ面７４ａが設けられている
が、本発明はこれに限ったものではなく、テーパ面７４ａはなくても良い。
【００６３】
　また、上述した実施形態では、案内部材７３の先端が、従動ピン８の軸部８１よりも拾
い部５９に近い位置に設けられている。即ち、案内部材７３の先端が、軸部８１よりも上
側に設けられているが、本発明はこれに限ったものではなく、案内部材７３の先端が、軸
部８１よりも下側に設けられても良い。即ち、案内部材７３の先端が、従動ピン８の軸部
４８よりも拾い部５９から遠い位置に設けられていても良い。その場合、拾い部５９の、
相手ハウジング７に向かう寸法が長く形成され、従動ピン８がカム孔５３内に進入される
前に、拾い部５９が案内部材７３の先端に到達されれば良い。
【００６４】
　また、前述した実施形態は本発明の代表的な形態を示したに過ぎず、本発明は、実施形
態に限定されるものではない。即ち、本発明の骨子を逸脱しない範囲で種々変形して実施
することができる。
【符号の説明】
【００６５】
１　    レバー嵌合式コネクタユニット
２　    コネクタ
４　    ハウジング
５　    レバー
７　    相手ハウジング
８　    従動ピン
５１　（一対の）アーム板
５１ａ　アーム板の内面
５３　  カム孔（カム部）
５９　  拾い部
７１　　第１周壁（周壁）
７３　  案内部材
７３ａ　テーパ面
７４　  リブ（第２の案内部材）
７４ａ　テーパ面
８１　  軸部
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